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鹿部町水産経済課

令和７年度 
鹿部町商工業振興事業補助金事業 

 
 

≪ ご案内 ≫ 
 



 

 

 

 

鹿部町産業振興基本条例(平成 29年条例第 12号。以下「条例」という。)に基づく町

内における地域経済の活性化を図るため、事業者が経営力向上のために行う設備投資や

人材確保等に要する経費に対して、鹿部町商工業振興事業補助金(以下「補助金」とい

う。)を予算の範囲内において交付します。このため、交付決定状況によっては、補助金

申請額より交付決定額が減額する場合があります。 

 

 

 

 補助の対象となる事業者は次のいずれにも該当する者とします。 

 ⑴ 中小企業基本法に規定する中小企業者・小規模企業者並びに小規模企業振興基本

法に規定する小企業者で、町内に事務所又は事業所を有していること。 

業種 

中小企業基本法の定義 小規模企業振興基本法の定義 

中小企業者 うち、 
小規模企業者 

小規模企業者 小企業者 

資本金又は常時雇用する従業員 常時雇用する 
従業員 

常時雇用する 
従業員 

常時雇用する 
従業員 

① 製造業、建設業、
運輸業、その他の
業種 ※ 

3 億円以下 300 人以下 20 人以下 20 人以下 5 人以下 

② 卸売業 1 億円以下 100 人以下 5 人以下 5 人以下 5 人以下 

③ サービス業 ※ 5 千万円以下 100 人以下 5 人以下 5 人以下 5 人以下 

④ 小売業 5 千万円以下 50 人以下 5 人以下 5 人以下 5 人以下 

※右記の業種につ
いては、中小企業
関連立法におけ
る政令に基づき、
右記のとおり定
めている。（政令
特例業種） 

【中小企業者】 
①製造業 
 ・ゴム製品製造業：資本金 3 億円以下又は常時雇用する従業員 900 人以下 
③サービス業 
 ・ソフトウェア業・情報処理サービス業：資本金 3 億円以下又は常時雇用する従業

員 300 人以下 
 ・旅館業：資本金 5 千万円以下又は常時雇用する従業員 200 人以下 
【小規模企業者】 
③サービス業 
 ・宿泊業及び娯楽業：常時雇用する従業員 20 人以下 

 ⑵ 鹿部商工会の会員であること。 

 ⑶ 鹿部町特定滞納者等に対する制限措置に関する条例(令和 2年条例第 6号)に規定

する「特定滞納者等」に該当しないこと。 

 

 

 

⑴ 補助事業期間 

  補助金交付決定日から令和８年３月３１日まで 

⑵ 補助金申請受付期間 

  令和７年７月１日から令和７年８月１５日まで 

  （郵送による申請の場合は、令和７年８月１５日消印有効） 

１ 補助金の目的 

２ 補助対象事業者について 

３ 令和７年度補助事業のスケジュールについて 



 

 

 

⑶ 事業着手日 

  補助金交付決定日から 

⑷ 補助事業実績報告期限 

  ア 設備投資事業 

    補助事業完了日の３０日以内又は令和８年４月１０日までのうち、いずれか早 

い日まで 

  イ 人材確保事業 

    補助金交付決定後、速やかに 

 

 

 

１ 用語の定義    

 ⑴ 事業用施設  

   事業者が事業の用に供する資産のうち、所得税法施行令(昭和 40年政令第 96号) 

第 6条第 1号及び第 2号に掲げるものをいう。    

 ⑵ 事業用備品  

   事業者が事業の用に供する資産のうち、所得税法施行令第 6 条第 3号から第 7号

までに掲げるものをいう。   

 ⑶ 従業員宿舎  

   雇用者(外国人技能実習生を含む。)が恒常的に居住するために使用する施設をい

う。   

 ⑷ 新設  

   町内に事業用施設を有しない者が、新たに事業用施設を設置する場合又は町内に

事業用施設を有する者が、新たな事業用施設を増設する場合をいう。   

 ⑸ 移転  

   町内に事業用施設を有する者が、事業用施設について、従来の施設を廃止し、町

内の他の場所に事業用施設を設ける場合をいう。   

 ⑹ 増改築   

   町内に事業用施設を有する者が、既存の事業用施設について、増改築(改修を含

む)する場合をいう。   

 ⑺ 常用労働者  

   雇用期間の定めのない雇用であって、1 週間の所定労働時間が、事業者に雇用さ

れている正規雇用者の労働時間と同一である者で、雇用保険法(昭和 49年法律第 116

号)に規定する被保険者をいう。 

 

 

  

４ 補助対象事業等について 



 

 

２ 補助対象事業一覧表 

補助対象事業 補助対象経費 交付額 交付回数 

設備投資事業 事業用施設及び従業員宿舎

の新設、移転及び増改築に関

する経費。ただし、当該経費

20万円以上（税抜）のものを

対象とする。 

当該経費（税抜）の 2分の 1以内

の額。ただし、新設及び移転は

300万円、増改築は 200万円を限

度とする。 

年度内、1回

限 り と す

る。 

事業用施設及び従業員宿舎

の新設、移転及び増改築に伴

い、同一年度中に既存施設を

解体する経費。ただし、当該

経費 20 万円以上（税抜）の

ものを対象とする。 

当該経費（税抜）の 2分の 1以内

の額。ただし、60 万円を限度と

する。 

事業用備品の購入に関する

経費。ただし、当該経費 10万

円以上（税抜）のものを対象

とする。 

当該経費（税抜）の 2分の 1以内

の額。ただし、100万円を限度と

する。 

国等の法令等の制定又は改

正によって義務化された事

業用施設及び従業員宿舎の

新設、移転及び増改築に関す

る経費。ただし、当該経費 20

万円以上（税抜）のものを対

象とする。 

当該経費（税抜）の 3分の 2以内

の額。ただし、新設及び移転は

300万円、増改築は 200万円を限

度とする。 

国等の法令等の制定又は改

正によって義務化された事

業用備品の購入に関する経

費。ただし、1 品単価 10 万

円以上（税抜）のものを対象

とする。 

当該経費（税抜）の 3分の 2以内

の額。ただし、100万円を限度と

する。 

人材確保事業 町内における雇用の場の確

保及び拡大を図るため、新た

に常用労働者を雇い入れ、雇

用数を増やすために必要な

経費 

対象常用労働者 1人につき 25万

円。ただし、1補助対象者につき

常用労働者 2 人を限度とする。

なお、公共職業安定所を介して

雇い入れた場合においては、常

用労働者 1 人につき 30 万円と

し、1補助対象者につき対象勤労

者 2人を限度とする。 

対象労働者

1人につき1

回限りとす

る。 



 

 

※ 工事を行う者及び備品の購入先が町内の事業者である場合、算出された交付額の２

割増しとします。（交付額の限度は２割増しとなりません。） 

 

 

 事業の採択にあたっては、有識者等による申請事業の評価を踏まえ、町が採択又は不 

採択を行います。 

このため、申請事業の評価結果によっては、不採択とする場合があります。 

 

 【申請事業評価のポイント】 

 

 

 

 

 

 

           → この５つのポイントに基づき、申請事業を評価します 

 

 

 

１ 事業用備品のうち補助対象経費となる車両は、次の各号のいずれにも該当するも

のとします。 

  ⑴ 専ら事業に使用するもの（フォークリフト、ダンプカー、トラック、クレーン

車、油圧ショベル、ブルドーザ、タンク車、し尿収集車、トラックミキサー、軽

トラック、ワゴン車、観光バス、介護タクシー等） 

  ⑵ 車体に、中小企業者名、補助年度及び補助金名称を表示することに同意できる

もの 

２ 前項に規定する車両で、事業になくても支障をきたさない附属品（カーナビ、リ

アカメラ等）購入費は補助対象外とします。 

３ 事業用備品で汎用性があり目的外使用になり得るものは補助対象経費とはなりま

せん。（事業実施にあたりパソコン又はタブレット端末を要する場合は、パソコン端

末又はタブレット端末の本体購入に係る経費を補助対象とします） 

４ 補助金の交付を決定する前に発注、購入、契約等を行ったものは補助対象経費と

はなりません。 

５ 事業用施設と住宅等が併用となっている場合は、対象事業部分と非対象事業部分

を見積書等で区分しなければなりません。ただし、区分することが困難な場合は、

延べ床面積をもって按分するものとします。 

 

 

６ 設備投資事業の補助対象基準について 

５ 事業採択の基本的な考え方 

実現

可能性
収益性 継続性 独創性

資金

調達



 

 

 

 

 

 

１ 補助対象経費となる常用労働者（以下「対象労働者」という。）は、次の各号のいず

れにも該当する者とします。 

 ⑴ 町内に住所を有する者 

 ⑵ 過去３年間に中小企業者又は中小企業者の親会社、子会社若しくは関連会社に雇

用されていない者 

 ⑶ 中小企業者（法人にあっては、その役員）と２親等以内の親族でない者 

 

２ 補助金の交付を受けることができる事業者は、次の各号のいずれの要件も満たす事 

業者とします。   

 ⑴ 雇用を拡大したことにより、町内の事業所において、新たに対象労働者を雇い入 

れ、12月以上継続して雇用していること。   

 ⑵ 対象労働者を雇用した日の総常用労働者数が、対象労働者を雇用した日の前日か

ら起算して 12月前の間における最大常用労働者数を上回っていること。   

 ⑶ 対象労働者を雇用後 12 月の間における総常用労働者数が、最大常用労働者数を

超えていること。 

 

 

 

  

７ 人材確保事業の補助対象基準について 



 

 

 

 

 補助金の交付を受けようとする方は、鹿部町商工業振興事業補助金交付要綱（令和５

年要綱第１７号。）の規定により申請を行ってください。 

 

＜設備投資事業＞ 

 

 

 

 

❶ 補助金交付申請書（様式第 1号の１） 

 

 

 

 

 

         ❷ 補助金交付決定通知書（様式第 2号） 

 

 

         ③ 補助事業計画変更承認申請書（様式第 3号） 

 

 

         ④ 補助事業中止申請書（様式第 4号） 

 

 

 

         ❺ 補助事業実績報告書（様式第 5号） 

 

 

 

         ❻ 補助金確定通知書（様式第 6号） 

 

 

 

 

８ 補助金の申請手続きについて 

事業者 鹿部町 

事業に着手する前に申請してください。 

① 商工会で申請書の内容と添付書類を確認していただき、確認書

を発行してもらいます。 

② 申請書に上記①の確認書を添付したうえで、役場水産経済課に

申請書を提出してください。 

申請に係る書類等を審査し、補助金の交付を決定します。 

申請内容に変更が生じたときは、町長の承認が必要となります。 

やむを得ない理由により事業を中止しようとするときは、町長の承

認が必要となります。 

令和８年３月３１日までに事業を完了し、実績報告書を提出してく

ださい。 

実績報告書に係る書類等を審査し、補助金の額を決定します。 

 



 

 

＜人材確保事業＞ 

 

 

 

 

 

❶ 補助金交付申請書（様式第 1号の２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         ❷ 補助金交付決定通知書（様式第 2号） 

 

 

         ❸ 補助事業実績報告書（様式第 5号） 

 

 

         ❹ 補助金確定通知書（様式第 6号） 

 

 

 

 

 

 

 

  

事業者 鹿部町 

１ 次の要件を満たしている場合に、申請することができます。 

⑴ 町内の事業所において、新たに対象労働者を雇い入れ、12

月以上継続雇用していることが見込まれること。 

⑵ 対象常用労働者を雇用した日の総常用労働者数が、対象労働

者を雇用した日の前日から起算して 12 月前の間における最大

常用労働者数を上回っていること。 

⑶ 対象労働者を雇用後 12 月の間における総常用労働者数が、

最大常用労働者数を超えていること。 

２ 商工会で申請書の内容と添付書類を確認していただき、確認書

を発行してもらいます。 

３ 申請書に上記①の確認書を添付したうえで、役場水産経済課に

申請書を提出してください。 

申請に係る書類等を審査し、補助金の交付を決定します。 

補助金の交付決定後、速やかに実績報告書を提出してください。 

実績報告書に係る書類等を審査し、補助金の額を決定します。 

 



 

 

【添付書類一覧表】（申請） 
 区分 添付書類 

補
助
金
申
請
時 

設
備
投
資
事
業 

(1) 当該事業用施設の概要(建物平面図、設備配置図、施設配置図及び位置図) 

(2) 建築基準法(昭和 25 年法律第 201 号)第 6 条第 1 項の規定による確認済証の複写 

(3) 補助対象経費が確認できる見積書等の複写 

(4) 法人登記事項証明書または定款の複写(個人事業主の場合は、開業・廃業等届出書
又は町内において開業していることが確認できる資料の複写) 

(5) 直近の確定申告書の複写 

(6) 鹿部商工会の会員であることの証明 

(7) 補助金交付申請に係る会計期間より前の 2 会計期間に係る損益計算書の複写 

(8) 事業を営むに当たり、必要な許認可を受けていることを証明する資料の複写 

(9) 事業計画書（事業目標、現状分析、優位性、仕入・販売・集客、事業実施体制、資
金調達、事業収支等を記載した計画書） 

(10) その他町長が必要と認める書類 

人
材
確
保
事
業 

(1) 対象労働者の雇用契約書の複写 

(2) 対象労働者の雇用保険被保険者証の複写 

(3) 対象労働者の住民票の複写 

(4) 対象労働者が中小企業者の 2 親等以内の親族ではないことの申出書 

(5) 対象労働者の過去 3 年間の職歴を証明できるもの 

(6) 対象労働者を雇用した日の総常用労働者数を証明する名簿 

(7) 対象労働者を雇用した日前 1 年間のうちの最大常用労働者数を証明する名簿 

(8) 対象労働者を雇用した日以降 1 年間のうちの最大常用労働者数を証明する名簿 

(9) 最大常用労働者数を証明する名簿に記載している雇用者全員の雇用保険被保険者
資格喪失届(氏名変更届)の複写及び雇用保険被保険者資格取得等確認通知書の複写 

(10) 法人登記事項証明書及び定款の複写(個人事業主の場合は、開業・廃業等届出書又
は町内において開業していることが確認できる資料の複写) 

(11) 鹿部商工会の会員であることの証明 

(12) 補助金交付申請に係る会計期間より前の 2 会計期間に係る損益計算書の複写 

(13) 公共職業安定所を介して雇入れを行ったことを証明する書類(求人票の複写等) 

(14) 事業を営むに当たり、必要な許認可を受けていることを証明する資料の複写 

(15) 事業計画書（事業目標、現状分析、優位性、仕入・販売・集客、事業実施体制、
資金調達、事業収支等を記載した計画書） 

(16) その他町長が必要と認める書類 

 

 

 



 

 

【添付書類一覧表】（実績報告） 
 

区分 添付書類 

事
業
実
績
報
告
時 

設
備
投
資
事
業 

(1) 発注書又は契約書の複写 

(2) 納品書の複写  

(3) 請求書の複写   

(4) 支払が確認できる銀行振込受領書又は領収書の複写   

(5) 事業用施設又は事業用備品の完了（納品）写真   

(6) その他町長が必要と認める書類 

人
材
確
保 

事
業 

町長が必要と認める書類 

 

 

 

補助金の決定を受けた補助事業者が、次に該当する場合には補助金交付の決定を取り

消し、既に補助金が交付されているときは、その返還を命ずる場合があります。 

 ⑴ 詐欺若しくは不正の行為により補助を受け、又は受けようとしたとき。 

 ⑵ 補助金の交付の際に付した条件に違反したとき。 

 ⑶ 補助金の交付決定後５年以内に許可なく営業を停止したとき（やむを得ない事情

によるものを除く。）。 

 ⑷ 補助金の交付決定後５年以内に許可なく補助対象の事業用施設を転貸、移転、譲

渡、又は廃棄したとき。 

 ⑸ 前各号に掲げるもののほか、町長が不適当と認めたとき。 

 

 

 

 

補助事業の実施年度の翌年度から５年間、補助事業に係る事業の実施状況、雇用状況

等について報告を求め、又は調査する場合があります。 

 
 

 

 

鹿部町水産経済課 

電話番号：０１３７２－７－５２９８ 

９ 補助金の決定の取消しについて 

10 帳簿及び書類の備え付けについて 

11 お問い合わせ先 


